
２０２３年１１月６日 

 

合併に係る法定事前開示書面の訂正について 

 

東京都品川区大崎二丁目１番１号 

株式会社明電舎 

代表取締役 執行役員社長 井上 晃夫 

 

 

 ２０２３年１０月３１日付で公衆の縦覧に供した合併に係る法定事前開示書面（会

社法第７９４条第１項および会社法施行規則第１９１条ならびに会社法第７８２条第

１項および会社法施行規則第１８２条に基づく開示事項）について、当該内容の一部

に訂正すべき事項がございましたので、改めて、次頁以下に当該書面の全部を掲載い

たします（訂正箇所は下線で表示しております。）。 



２０２３年１１月１日 

吸収合併に係る事前開示事項 

 

東京都品川区大崎二丁目１番１号 

株式会社明電舎 

代表取締役 執行役員社長 井上 晃夫 

 

当社は、２０２４年１月１日を効力発生日とし、当社を吸収合併存続会社、明電商事株式会社（以

下「明電商事」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本吸収合併」といいま

す。）を行うことにいたしました。 

会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則第１９１条の規定に基づき開示する本吸収合併に

係る事項は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収合併契約書 

   別紙１「吸収合併契約書」のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性及び割当ての相当性に関する事項 

   当社は、明電商事の発行済株式の全てを所有しているため、本吸収合併に際して、明電商事

の株主に対する当社株式その他の金銭等の交付はありません。 

 

３．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容及び最終事業年度の末日後に生じた

重要な後発事象 

   明電商事の最終事業年度に係る計算書類等の内容は別紙２「第５２期 報告書」のとおりで

す。 

   ２０２３年１０月より稼働予定でありました販売管理システムが明電商事の当社への吸収

合併に伴い不要となったため、販売管理システム開発費用を特別損失(９７百万円)に８月で計

上しております。 

また、明電商事は、２０２４年１月１日を効力発生日として明電商事の ICT関連事業に関す

る権利義務を明電システムソリューション株式会社に承継する吸収分割を行います。 

 

４．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象 

当社は、２０２３年１０月３１日に、当社が東京都品川区大崎二丁目に保有する土地を譲渡

する契約を締結いたしました（譲渡先および譲渡価額につきましては、譲渡先との取り決めに

より、開示を控えさせていただきます。当該土地資産の譲渡により、２０２４年３月期連結決

算並びに個別決算において、譲渡益約３２億円（概算額）を特別利益として計上する見込みで

す）。 

 

 



５．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

   本吸収合併効力発生後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。 

また、本吸収合併後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、債務の履行に

支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。 

したがって、本吸収合併後における当社の債務について履行の見込みがあるものと判断いた

します。 

  以上 



別紙１



別紙２


















